
１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

         その他の有価証券 ･･･ 移動平均法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法

         定率法によっている。　主な資産並びに主な耐用年数（ 構築物･･･１０年 ）

（３）消費税等の会計処理

        消費税の会計処理基準は税込み方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

    基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
（ 単位：円 ）

科   目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

土地 250,625,008 4,552,118 0 255,177,126

構築物 0 0 0 0

投資有価証券 1,106,422,200 117,410,700 21,600,000 1,202,232,900

電話加入権 72,000 0 0 72,000

現金預金 88,991,339 32,600,000 0 121,591,339

小   計 1,446,110,547 154,562,818 21,600,000 1,579,073,365

特定資産

芸術文化活動積立預金 8,001,209 2,196 0 8,003,405

スポーツ振興積立預金 60,000,000 180,000 0 60,180,000

小   計 68,001,209 182,196 0 68,183,405

合   計 1,514,111,756 154,745,014 21,600,000 1,647,256,770

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

    基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（ 単位：円 ）

科   目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

基本財産

土地 255,177,126 4,552,118 250,625,008 0

投資有価証券 1,202,232,900 189,844,700 1,012,388,200 0

電話加入権 72,000 0 72,000 0

現金預金 121,591,339 0 121,591,339 0

小   計 1,579,073,365 194,396,818 1,384,676,547 0

特定資産

芸術文化活動積立預金 8,003,405 0 8,003,405 0

スポーツ振興積立預金 60,180,000 0 60,180,000 0

小   計 68,183,405 0 68,183,405 0

合   計 1,647,256,770 194,396,818 1,452,859,952 0

財務諸表に対する注記



４．担保に供している資産

　　借入金がないため、担保に供している資産はない。

５．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

    固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科   目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高

構築物 1,407,000 813,421 593,579

合   計 1,407,000 813,421 593,579

６．保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務

　　該当事項はない。


